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   リーガルサポートシステム（企業法務専門支援員制度）のご案内 
 

   商工会では弁護士資格を持つ企業法務専門支援員を常時設置し、会員の皆様からの法律相談に無料で応じる  

制度があります。請負契約、債権回収、相続関係、連帯保証人、時効制度等のご相談や身近な法律相談（事業

以外の相談も可）まで、気軽にご利用ください。相談予定日は毎月第一金曜日です。  

        次回相談予定日  平成２８年８月５日（金） 午前１０時 ～ 午後４時  

 ■ご相談を希望される方は、商工会本所または最寄の支所まで事前にお申し込みください。 

    
 

      

        

        

       

             

   TEL 45- 2210                            
  

 

 

            
 

㈱日本政策金融公庫津支店の融資担当者がご相談に応じます。商品の仕入資金、手形・買掛決済資金、ボーナス支払

資金等の運転資金や車両購入等の設備資金で、借入をご希望の方は是非ご利用ください。 
 

            

              
 

 

 

あなたの創業応援します！ 【創業スクール２０１６】受講生募集  
 

  「新たに事業を始めたい」、「アイデアはあるが創業に結びつかない」「退職後も経験を生かした仕事がしたい」、「将来独 

  立のために知識を得たい」など創業を志す方や創業に関心のある方はもちろん、既に創業しているがさらに知識を得たい 

  方などを対象にした“創業スクール”を開催します。創業に向けたアフターフォローのご相談にも応じます。 

  会員の皆様のご家族やお知り合いの方など起業に意欲のある方へのご案内をお願いいたします。        

     開講日： 平成２８年８月２７日（土）、 ９月３日（土）、 ９月１０日（土）、 ９月１７日（土）、 ９月２４日（土）         

      会   場：  産学官連携地域産業創造センター 「ゆめテクノ伊賀」テクノホール 

            所在地  伊賀市ゆめが丘1丁目3-3 （TEL 0595-41-1061） 

     定   員： ３０名 

     締  切： 平成２８年８月１９日（金） （但し、定員になり次第締め切り） 

     受講料： １０，８００円         

  創業スクール開催に先立ち、創業スタートアップセミナーを実施します。 

     日  時： 平成２８年８月２０日（土） 午後１時３０分～４時３０分 

     場  所：  大山田産業振興センター ２階どんぐりホール （伊賀市平田950-4） 

     内  容： ①伊賀地域創業スクール２０１６について  ②創業するにあたっての注意点（基調講演） 

     講  師： ㈱三重銀総研 専務取締役コンサルティング部長 伊藤公昭 氏    

     参加費： 無料 

     締   切： 平成２８年８月１２日（金） 
  

  ※ お問い合わせ・お申し込みは、伊賀市商工会（ＴＥＬ 0595-45-2210）までお願いします。 



      次回の 会員一斉訪問実施予定日は ８月４日（木） です  
 

  

   ☎ 45- 2210  

          《貸 付 金 利 の 状 況》       （平成２８年７月１日現在） 

日本政策金融公庫 
 普通貸付 １．２５％ ～ ２．３５％   → 

 経営改善貸付 （無担保・無保証人） １．３０％   → 

三重県融資制度  小規模事業資金 （第三者保証不要・別途保証料） １．６０％ または １．７０％   → 

商工貯蓄共済制度 
 一般 （保証料不要） １．６７５％ ～ ２．０７５％   → 

 保証協会保証付 （別途保証料） １．４０％ または １．５０％   → 

「中小企業等経営強化法」が施行されました 
  

  平成２８年７月１日「中小企業等経営強化法」が施行されました。この法律では、中小企業・小規模事業者・ 

 中堅企業等を対象として（１）各自業所管大臣による事業分野別指針の策定や、（２）中小企業・小規模事業 

 者等への固定資産税の軽減や金融支援等の特例措置が規定されています。 
 

  「中小企業等経営強化法」による支援の流れ 

「経営力向上計画」とは 

人材育成、コスト管理等のマネジメントの向上や、設備投資により、事業者の生

産性を向上させるための計画です。具体的には、現状認識、目標、取組内容な

どを記載する実質２枚の様式により策定します。 
 

計画策定・認定にあたっては認定支援機関（主に商工会、商工会議所、中央

会、金融機関、士業等）によるサポートを受けられます。 
 

事業分野ごとの担当省庁に事業分野別指針等にのっとって計画を提出し、認定

を受けます。提出は郵送でも受け付けています。 

 
 

利用できる方： 個人事業主、資本金１億円以下の会社など 

対 象 設 備： 160万円以上の機械及び装置であること（新品） 

要      件： 生産性が年平均１％以上向上する設備 など  
 

中小企業向け： 信用保証協会による信用保証の枠の拡大 など  

☆☆☆ 経営力の強化を実現！！ ☆☆☆ 

経営力向上計画を策定 

 

 

  認定支援機関などが 

  サポート 

担当省庁による認定 

固定資産税の軽減措置 

《３年間、1/2に軽減》 
 

 
 

その他の金融支援 
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